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最近の道内景気は、低水準ながら持ち直している。

需要面をみると、住宅投資は低い水準ではあるが、前年を上回って推移している。輸出

は、アジア・北米・中南米向けなどが増加している。設備投資は下げ止まりつつある。個人

消費は、耐久消費財の一部に政策効果が続いているが、消費者の節約志向などから弱い動き

となっている。公共投資は、国および地方公共団体の財政面の制約から減少している。

生産活動は、持ち直し傾向にある。雇用情勢は、有効求人倍率・新規求人数ともに前年を

上回ってはいるが、依然として厳しい水準である。企業倒産は、件数・負債総額ともに減少

した。
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①個人消費～弱い動き

４月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．８％）は、百貨店が２年１０ヶ月ぶ

りに前年を上回ったが、スーパーは依然とし

て前年を下回っている。

百貨店（前年比＋１．１％）は、衣料品、身

の回り品は前年を下回ったものの、飲食料

品、その他の品目が前年を上回った。スーパ

ー（同▲１．４％）は、主力の飲食料品が前年

並みとなったものの、衣料品ほかすべての品

目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲２．１％）

は、１２ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～６ヶ月連続の増加

４月の新設住宅着工戸数は、２，５４７戸（前

年比＋６．５％）と６ヶ月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲１５．１％）は

減少したものの、持家（同＋２．３％）、貸家

（同＋１８．９％）は増加した。

１～４月の着工戸数累計では、７，５１５戸

（前年同期比＋１５．６％）となり前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲２３．８％）が

前年を下回り、持家（同＋６．５％）、貸家（同

＋４０．５％）が前年を上回った。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年７月号
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③鉱工業生産～前年比６ヶ月連続の上昇

４月の鉱工業生産指数は、前月比＋０．３％

と２ヶ月ぶりに上昇、前年比では＋９．１％と

６ヶ月連続の上昇となった。

業種別では、前年に比べ食料品工業や印刷

業、窯業・土石製品工業などが低下し、電気

機械工業や鉄鋼業、輸送機械工業などが上昇

した。

④公共投資～２ヶ月連続の減少

４月の公共工事請負金額は、１，３８０億円

（前年比▲６．２％）と２ヶ月連続して前年を下

回った。

発注者別では、市町村（前年比＋１６．７％）

が前年を上回り、国（同▲１３．２％）、道（同

▲２３．１％）が前年を下回った。

１～４月の累計では請負金額２，６９０億円

（前年同期比▲６．５％）と前年を下回ってい

る。

⑤雇用情勢～厳しい状況

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３５倍となり、前月比では０．０４ポイントの

低下、前年比では０．０３ポイント上昇した。前

年比は３ヶ月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比７．９％増加し３ヶ月

連続して前年を上回った。業種別では、サー

ビス業（前年比＋９．３％）や医療・福祉（同

＋６．４％）、卸・小売業（同＋８．３％）などが

増加し、建設業（同▲８．３％）などが減少し

た。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年７月号
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⑥来道客数～前年を上回る

４月の来道客数は、７５２千人（前年比＋

４．５％）と２ヶ月ぶりに前年を上回った。東

京などからの航空機利用による来道客数が増

加した。

１～４月の累計来道客数は３，２７６千人（前

年同期比＋０．９％）と前年並みに推移してい

る。

⑦貿易動向～輸出は６ヶ月連続の増加

４月の道内貿易額は、輸出が前年比５２．０％

増の２９３億円、輸入が同４５．５％増の１，１１３億円

となった。

輸出は、船舶や鉄鋼のくず、建設用・鉱山

用機械などが増加し６ヶ月連続で前年を上回

った。

輸入は、原油・粗油や石炭、飼料などが増

加し、４ヶ月連続して前年を上回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

５月の企業倒産は、件数は３５件（前年比

▲２２．２％）、負債総額は１５０億円（同▲３５．５％）

と件数、負債総額ともに前年を下回った。

業種別では、建設業１４件、製造業、サービ

ス・他各６件、小売業、運輸業各３件などと

なった。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年７月号
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― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年７月号

インターネットの辞書機能を使い、「ミスマッチ」を検索しました。「釣り合わないこと。釣り

合わないもの同士を意図的に組み合わせること」（大辞泉）とありました。

ところで、最近は辞書を引くことが全く無くなりました。若い頃、あれほどお世話になった広

辞苑も、今は自宅の書棚の奥でうずもれています。電子辞書が普及しはじめたときには見向きも

しなかったのですが、今はパソコンで文書や資料を作るため、どうしても手軽なインターネット

の辞書機能を使ってしまいます。小学生の頃、国語辞典で意味を調べた時の辞書の重みや表紙の

手触り、独特の紙の香り、知識を求める昂揚感が今はありません。

産学官連携を構成するのは、産業界（企業）、大学そして官庁です。「官庁は各種の法律や規則

を作り、企業や大学の活動を管理・監督、あるいは促進する」「大学は学生を教育し、産業界や官

庁に供給する」「産業界は大学や官庁に物品やサービスを提供する」、これらの活動は組織本来の

ものであり、誰も産学官連携とは言いません。

産学官連携とは、極めて大雑把な言い方をすれば、「大学の研究成果を企業が活用して新製品

・新サービスを生み出す。それを、官庁が制度面で支援する。目指すところは、産業活性化・地

域活性化である」と言うところでしょうか。最近は、産学官連携学なる学術的な分野も出来たよ

うですが、それは産学官連携という行為を研究の対象にするもので、実際に何かを生み出すもの

ではありません。この分野は大学に任せておけばよいでしょう。

私はこの１０年間、北洋銀行に籍を置きながら、大学の技術を産業界で活用することを業務とし

た北海道ティー・エル・オー�や北海道大学産学連携本部で、産学官連携に取り組んできまし
た。日本における現在の産学官連携活動は平成１０年の法律制定から始まったとすれば、私は北海

道における産学連携の歴史とともに歩み、今も深く関わっていると言えます。

私は銀行員で研究や技術を深く理解することは出来ませんが、まがりなりにも１０年の経験があ

ります。産学官連携に対する考えも培ってきました。今回は私の１０年間の活動で感じた、産学官

連携における様々なミスマッチについてお話します。

１．大学のミスマッチ

大学の使命は、「教育」「研究」です。最近は殆どの大学が「産学官連携」を、「教育」「研究」に

次ぐ第３の使命と位置づけていますが、あくまでも第３の使命なのです。

したがって、大学の教員の評価は、論文の発表や学会での発表によります。これは、昔から続

く基準で、今も基本的に変わっていません。教員が産学官連携に一生懸命取り組み、たくさんの

特許を出願しても、論文発表や学会発表と同じレベルで評価されるのではないのです。

勿論、そのような産学官連携活動を高く評価する大学や、評価を度外視して産学官連携に積極

的に取り組む教員が増えてきたことは事実ですが、全体から見るとまだ少数に過ぎません。私は

寄稿

産学官連携のミスマッチ
北海道大学産学連携本部
広域連携室長 末富 弘

（北洋銀行より出向）
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寄稿

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年７月号

大学が「教育」「研究」をなおざりにして「産学官連携」に特化すべきであるなどと言うつもりは

全くありません。大学の方針が「産学官連携」の一方向を見て、教員全員が基礎研究や教育を捨

て事業化研究に取り組むなんてことは、あってはいけないと思います。「世界２位でどうしてだめ

なのですか？」と言う言葉が流行りましたが、大学の教員の多くは「自分は世界で最先端の研究

に取り組んでいる」というプライドを持っています。だからこそ、例え困難な研究環境や雇用条

件であっても耐えられるのです。ここから世界に通じる研究が生まれてくることを絶対に忘れて

はなりません。

重要なことは、産学官連携に積極的に取り組んでいる、あるいは取り組もうとしている教員を

どう支えるかでしょう。それはやはり、活動環境の充実と教員としての評価方法の変更ではない

でしょうか。そして、それを実現するには大学の考え方の変更だけではなく、産業界からのしっ

かりとした支援が必要でしょう。産学官連携に本気で取り組んでいる教員を、産業界がきちんと

評価して支えているのか、あるいは企業が産学官連携の当事者として大学や官庁頼みではなく自

立的に取り組んでいるのか、産学官連携が進展しないのを大学だけの責任にしていないか、今一

度しっかりと考える必要があると思います。

大学を擁護しているように感じられるかもしれませんが、パートナーのことをよく知ること

は、産学官連携のみならず連携関係構築の基本です。従来の産学官連携が、お互いに相手に依存

する傾向が無きにしも非ずで、そのために円滑な活動が妨げられた事例を多数見てきました。

とにもかくにも、一部の教員は、このような状況でも積極的に産学官連携に取り組んでいま

す。実際の活動で教員や大学に対する違和感や不満があるかもしれませんが、その教員は間違い

なく評価すべき教員であることは是非、理解していただきたいと思います。

２．産業界のミスマッチ

企業の目的は活動の中で収益をあげて株主や従業員に還元することです。かつては社会への還

元と言うこともよく聞きましたが、最近は厳しい経済情勢の下で少しトーンが下がったような気

がします。いずれにしても、収益をあげなければ従業員を安定的に雇用し、株主に配当すること

が出来ないばかりでなく、事業の拡大や新分野進出もままなりません。

産学官連携に取り組む時、多くの企業は、その結果として新たな事業を生み出し、企業の業容

拡大、収益拡大につながることを夢想するでしょう。

大学の先端的な研究が画期的な製品やサービスにつながり、企業が急成長した事例は少なくあ

りません。１９８０年代以降、アメリカが情報通信の分野で圧倒的な強さを発揮できた要因は、シリ

コンバレーで行われていた産学官連携活動及びそこから生まれたベンチャー企業の活躍によるも

のです。

日本でもバイオテクノロジーの分野で大学発ベンチャー企業の成功例を聞きます。ただし、ア

メリカの情報通信系のベンチャーと決定的に異なるのは、アメリカでは最終的に製品（サービ

ス）の開発に至り、世界の市場の多くを占有したことです。日本のバイオベンチャー企業の場合

は、製品化に向け、これからいくつかの高いハードルをこえる必要があります。
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寄稿

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年７月号

話がそれましたが、これらの成功例（日本の場合は成功例と言えるか甚だ疑問ですが）の裏に

は何百倍、何千倍の失敗例があります。表現が適切かどうか分かりませんが、本気で産学官連携

に取り組むのであれば、それなりの企業体力と覚悟が必要です。まず、期待した製品やサービス

の開発ができるのか保証はありません。製品やサービスが出来上がっても、どのぐらいの売上に

つながるか分からない場合もあります。また、産学官連携の結果を出すには２、３年では足りな

い場合が多くあります。この間の研究開発費や人件費はどうするのか、多くの場合は本業に影響

が出てくるでしょう。収益を追求する企業としては、どこまでのめりこむのかしっかりと経営判

断をしなければなりません。

私は大学の法学部を卒業した文系の人間です。産学官連携の仕事に１０年間携わってはいます

が、研究や技術を専門的に理解しようとしたこともありません。これは弁解しますが、私がサボ

って研究や技術を専門的に理解しなかったのではありません。勿論、研究や技術の理解は必要で

すが、私の本業は事業化のためのプロジェクトの構築や大学発ベンチャーの経営支援です。これ

らの活動のために必要なレベルでは勉強をしましたが、それ以上は頭がついていかないことと、

私の職務を遂行する時間を確保するために過度に研究や技術に首を突っ込みませんでした。

私のような素人が、大学の研究者レベルの先端的な研究を理解することはまず無理です。それ

よりは、自分の職務を着実に遂行することが、プロジェクトの推進や事業化の進展にはるかに貢

献します。産学官連携に関わる企業の経営者もこのような姿勢で取り組むことが必要です。一般

的には、技術や研究を高く評価して産学官連携に取り組むのですが、一方で冷静に事業化の可能

性や今後の負担等を考えなければなりません。場合によっては、撤退の判断をすることも必要で

す。これらの判断を下す場合、あまり技術や研究にほれ込んでしまうと、目が曇って経営者とし

ての正確な判断が遅れたり出来なくなったりする例を私は何件も見てきました。経営者は技術者

や研究者ではありません。この点は、肝に銘じておく必要があります。

私は道内の多くの企業が技術の高度化や新製品の開発に取り組むことは賛成です、というより

もそのような活動が無ければ企業としての拡大は望めないでしょう。その手段として、つまり自

社でやっていてどうしても解決できないところを産学官連携で補う考えなら諸手を挙げて賛成し

ます。この場合は、大学の研究成果がありきではなく、その前に企業としての技術開発や製品開

発があり目的が明確だからです。もっとも、この場合のパートナーは大学よりもむしろ公設試験

研究機関が相応しいのではないでしょうか。公設試験研究機関は企業への技術指導や開発支援の

専門機関です。道内の企業にとっては、大学よりもはるかにパートナーとして適格です。先程も

述べましたが、大学は企業を支援する機関ではなく、そのための設備や人材をたくさん抱えてい

るわけではありません。大学と付き合う場合は直接大学にあたるのではなく、大学のことをよく

知った機関を介する事が失敗しないコツです。その機関が企業と大学の通訳や仲人になってくれ

ます。

道内で産学官連携に取り組む機関の一例を紹介します。ご関心があれば、お問い合わせくださ

い。
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○ HoPE（ホープ・Hokkaido Platform Entrance）は、北海道中小企業家同友会と北海道大学先端

科学技術共同研究センター（当時）との連携をもとに、北大北キャンパスエリアに広がる道

立機関、コラボ北海道（ノーステック財団）、科学技術振興機構研究成果活用プラザ北海道

等の産学官連携機能を活用して、２１世紀の北海道経済の活性化を目指す産学官連携研究会と

して平成１３年６月に誕生しました。１０年間の自立的で積極的な活動は全国的に有名で、「中

小企業が主役となり、着実に成果に結び付けるシステムHoPE」として本年５月に第８回産

学官連携功労者表彰の経済産業大臣賞を受賞しました。（受賞者はHoPE運営委員長の荒磯恒

久北海道大学産学連携本部副本部長・教授、鴨田秀一前HoPE企画委員長、渡辺民嗣HoPE代

表世話人の３名）

HoPEの詳細については、以下のURLをご参照ください。

http : //www.hokkaido.doyu.jp/hope/

電話 ０１１－６１１－３４１１ 北海道中小企業家同友会 HoPE事務局

○ HiNT（ヒント・Hokkaido Intelligent Network Terminal）は、製品開発・新事業創出を行う

「企業」、優れた技術や知識を持つ「大学・試験研究機関」、それらを支援する「行政」の連

携に関する情報の収集と発信を行う、産学官連携の総合窓口です。

HiNTが行っているサービスは以下のとおりです。

・ 産学官連携に関する様々な情報や技術情報の総合窓口

・ 一般企業の製品開発・技術開発・研究開発に関する相談

（こんなことできないか、こんな技術はないか、大学・試験研究機関を紹介してほしい等々）

・ 打合せや情報収集の場の提供

HiNTの詳細については、以下のURLをご参照ください。

http : //www.hint-sapporo.jp/HINT

電話 ０１１－２１９－３３５９

なお、北海道大学・北見工業大学・酪農学園大学・室蘭工業大学の４大学は、昨年１１月企業向

けの月刊メールマガジン「北海道広域TLO通信」の配信を開始しました。現在、道内企業を中心

に約１，４００先に配信しています。内容は、各大学の技術情報、研究者情報、産学官連携関連のイ

ベント情報等で、料金は無料です。

「北海道広域TLO通信」の内容確認や登録は、以下のURLをご利用ください。

http : //www.mcip.hokudai.ac.jp/TLO/

電話 ０１１－７０６－９５６１ 北海道大学産学連携本部

３．雇用のミスマッチ

私は室蘭工業大学の大学院MOT（技術経営）コースで昨年度までの４年間、２単位の授業を

担当していました。「財務・金融・ベンチャー支援論」で、企業の財務、国際経済、地域経済、
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金融、大学発ベンチャーについて授業を行いました。工学系の大学院生にとってまとまって受講

する機会が少ない分野で、受講生の熱心な姿が今でも目に浮かびます。また、受講生の内数人は

授業以外にもこの分野の勉強を自主的に行っており、時々鋭い質問を受け、たじたじとなったこ

ともあります。

受講生との会話で就職の話になった時です。この大学は伝統があり、多くの卒業生が道外の大

手メーカーに就職しています。受講生に就職先の希望を聞くと、私は当然大手メーカーの名前が

あがると思い込んでいましたが、思いのほか道内での就職を希望する受講生が多いことにいささ

か驚きました。ただし、就職先として適当な企業が無いので、道外で就職せざるをえないとのこ

とでした。

私は平成２０年に、室蘭工業大学、ノーステック財団、北洋銀行の共同研究で、道内の先端的な

ものづくり企業１０数社を訪問し、現場を見てヒアリングを行いました。各企業の経営者が必ず言

うのは、優秀な人材の確保です。道内の工業大学から採用したいのだが、自社は規模も小さく、

知名度も低いのでとても来てくれないとの嘆きです。実際、私も札幌のメーカーからある大学の

学生を確保するにはどうしたらよいか聞かれました。

大学の中でいろいろと情報収集して出た結論は、まず小規模でよいから大学と共同研究を行っ

てはと言うことでした。共同研究を行うことにより大学はその企業の技術開発力や特徴を把握す

ることが可能になります。また、企業はその共同研究により教員や学生と関係を構築できます。

大学ではなく高専ですが、共同研究先の道内企業にそのまま就職した例もあります。共同研究を

通じて学生はその企業をよく知ることが出来るし、企業は学生の個性を知ることが出来ます。学

生にとっても、企業にとっても良い方法ではないでしょうか。

以上、取り留めの無い話をしてきましたが、最後にまとめますと、産学官連携は道内の企業が

新分野に進出するための大きな武器になります。ただし、取り組むにはそれなりの経営的な見通

しと覚悟が必要です。また、大学に対しては、大学の使命が何であるか、また、研究者は最終的

に何を求めているかを理解したうえで進めることが重要です。さらに、大学だけではなく、試験

研究機関や支援機関の活用も効果的です。

もし、どこに相談したらよいか分からない時は、とりあえず私の勤務する北海道大学産学連携

本部（電話０１１－７０６－９５６１）にご連絡ください。
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「期限の利益の喪失」という用語をご存知ですか。金融機関から借入をしている場合、その返

済は期限までに実行すれば良いのですが、借主に一定の事由が生じると期限が直ちに前倒しさ

れ、即時に返済義務が発生することをいいます。なぜ、そんなことが許されるのでしょうか。そ

れは融資取引に係る基本約定書において、借主と金融機関の間で、その旨が事前に合意されてい

るからです。

金融機関と融資取引を始める際には、借主と貸主（金融機関）との間で融資取引の基本約定書

を結びます。それは取引金融機関の種別に応じて、「銀行取引約定書」あるいは「信用金庫取引

約定書」などと呼ばれていますが、金融機関との反復的な融資取引に包括的に適用される基本的

な約定書として位置付けられるものであり、そこでは、融資取引に係る当事者、つまり借主と金

融機関の権利と義務が合意されていて、「期限の利益の喪失」条項もそのうちの一つです。

このように重要な基本約定書ですが、その内容をじっくりと吟味する機会は意外に少ないもの

です。そこで今回は、「期限の利益の喪失」条項を始め「基本約定書」の各条項の中でも重要視

される事項について、少し話をしてみたいと思います。

◆その前に・・

まず、約定書の形式的な側面などをお話しましょう。

現在の基本約定書のフォームは、各金融機関がそれぞれ制定したものを、取引先ごとに差を設

けず一律に用いています。以前は、全国銀行協会連合会が制定した「取引約定書ヒナ型」や、全

国信用金庫連合会が発表した「信用金庫取引基本約定書ヒナ型」などを、各金融機関がそのまま

採用していましたが、平成１２年４月に全国銀行協会が「ヒナ型」を制定しないと発表して以来、

各金融機関が自らの判断で自前のフォームを制定しています。しかし結果的には、従前の「ヒナ

型」の内容を一部修正したものとなっています。

現在使用されている約定書の大部分は、借主（債務者）と貸主（債権者すなわち金融機関）の

双方が、同一書面上に合意の署名をする方式を採用しています。以前の「ヒナ型」が、借主から

貸主への一方的な差入れ方式であったことと較べると、借主と貸主が自分の権利と義務の内容を

十分納得した上での契約書という性格が、より顕著になったといえます。この点は、英米の

Loan agreementの内容に近いものといえるでしょう。

また、従前のヒナ型に設けられていた連帯保証人の欄は廃止されています。このような形式の

連帯保証は、保証限度や保証期限の定めを置かない包括根保証契約と呼ばれ、保証人に過度の保

証債務負担を強いるものとして批判があったものですが、平成１６年の民法改正において「貸金等

根保証契約」制度が導入され、包括根保証契約は事実上無効とされました。その結果、保証契約

経営のアドバイス

「期限の利益の喪失とは・・」
－融資取引基本約定書の話

金融財政事情研究会研修センター主任講師
（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６８／本文　※柱に注意！／００９～０１４　経営のアドバイス２　高橋  2010.06.09 19.57



経営のアドバイス

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年７月号

はすべて別冊の保証書で行われることとされ、基本約定書から外されたものです。仮に従前の旧

約定書に包括的な連帯保証がまだ残されていても、現在ではその保証部分は無効とされていま

す。

基本約定書の対象となる融資取引は、反復的、継続的に行われる取引です。したがって、単発

的な融資取引である預金担保融資、住宅ローンやその他消費者ローンだけの取引先は、基本約定

書の締結対象にはなりません。

また、手形取引に係る特有の条項はすべて基本約定書に盛り込まれているので、手形貸付や手

形割引の取引に際しては基本約定書以外の約定書は不要です。手形取引に係る規定としては、①

借主名義で振り出された手形や裏書手形、保証手形等を金融機関が第三者取引で取得した場合に

も、この基本約定書の適用があること、②手形貸付取引の場合には、金融機関は手形債権または

貸金債権いずれの請求権をも有すること、③手形割引取引においては、借主（割引依頼人）につ

き後述する期限の利益の当然喪失事由が生じた場合は、直ちに全部の割引手形について買戻債務

が発生すること、また手形の主債務者が期日に支払わなかったときや当該主債務者につき当然喪

失事由が生じたときは、その者が主債務者になっている手形についても買戻債務が生じること、

などがあります。

◆「期限の利益の喪失」条項

１．「期限の利益の喪失」の意味

「期限の利益の喪失」条項（「失期条項」と略します）は、融資取引の基本約定書の中でも極

めて重要な合意事項であり、多くの約定書ではその第５条に規定されています。

金銭債権における期限の利益とは、支払期限までは債務者が履行責任を負わないことを意味し

ます。民法４１２条１項は、債務の履行について確定期限があるときは、債務者はその期限の到来

した時から遅滞の責任を負うものとしています。また、期限は債務者の利益のために定めたもの

と推定するとされています（民法１３６条１項）。そこで債権者側にとっては、直ちに債務の履行を

迫る必要が生じた場合に備え、一定の事由が発生した時に債務者の期限の利益を放棄させること

ができる特約を、あらかじめ結んでおく必要があります。失期条項はそのための特約であり、期

限の利益が喪失される原因となる一定の事由が列挙されています。民法１３７条も、債務者が期限

の利益を喪失する事由として、①債務者が破産手続開始の決定を受けたとき、②債務者が担保を

滅失させ、損傷させ、又は減少させたとき、③債務者が担保を供する義務を負う場合において、

これを供しないとき、の３つを掲げていますが、基本約定書の失期条項ではその範囲を拡げて規

定しています。

なお、失期条項は英米のLoan agreementにもAcceleration clauseとして規定されており、わが国

だけの商習慣ではありません。

金融機関にとって、借主の債務返済能力が低下し又は近い将来に低下が見込まれ、貸出金等の

債権回収が疑わしい状況が発生した場合は、原則として、直ちに借主の期限の利益を喪失させて

回収に着手する必要があります。たとえば、借主名義の預金と貸出金を相殺して回収するには、
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借主の金融機関に対する預金債権と貸出金債権の支払期限が到来済である必要があり（これを

「相殺適状」といいます）、金融機関は債務者として預金債務の期限の利益を放棄し、貸出金債権

に係る借主の期限の利益を喪失させ相殺適状を作り出した上で、相殺を行うことになります。た

だし期限の利益喪失事由が発生しても、その権限を行使するかどうかは金融機関の判断次第であ

り、借主と金融機関との協議等があればそれに従うことになるでしょう。

期限の利益が喪失した貸出金等債権の約定期限は失効し、借主は即刻債務履行の義務を負うこ

とになりますが、消滅時効の起算日は期限の利益喪失時点となります。

２．当然喪失事由

期限の利益喪失事由には、当然喪失事由と請求喪失事由があります。

当然喪失事由とは、金融機関から通知催告等がなくとも当然に期限の利益が喪失される事由の

ことで、借主に次のような事情が発生すれば期限の利益は失われます。

①支払の停止、破産手続・民事再生手続・会社更生手続・特別清算手続の開始申立て

②手形交換所の取引停止処分を受けたこと

③借主又は保証人の金融機関に対する預金債権等につき、仮差押、保全差押又は差押の命令、通

知が発送されたこと

④住所変更を怠るなど、借主の責めに帰すべき事由によって、金融機関にとり借主の所在が不明

になったこと

①では、民法の定める失期事由である「破産手続の開始決定」をそれ以外の法的整理手続にま

で拡げ、かつ「各手続の開始申立て」を事由としています。旧商法の会社整理手続についてもこ

の事由として掲げている場合がありますが、同手続は既に廃止されました。これ以外の法的な債

務整理手続である調停（特定調停を含む）や和解などは、当然喪失事由とはされていませんが、

請求喪失事由には該当する場合が多いでしょう。また、「支払の停止」とは、期限の到来する債

務を継続的、経常的に支払うことができない状態をいい、一時的な資金不足状態は該当しないも

のとされています。また④については、請求喪失事由としている約定書もあります。

当然喪失事由に該当する場合、失期通知（催告）は要件ではありませんが、その事実を書面に

残すため、借主あてに失期した旨の通知をすることが一般的です。

３．請求喪失事由

請求喪失事由とは、金融機関から借主に対して請求通知をすることによって期限の利益が失わ

れる原因となる事由であり、次のようなものがあげられます。

①借主による債務の全部又は一部の履行遅滞

②担保目的物についての差押又は競売手続の開始

③借主による取引約定違反の発生

④保証人の当然喪失事由や請求喪失事由への抵触

⑤その他債権保全を要する相当の事由の発生
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民法の失期事由の一つである「担保提供義務違反」は③の取引約定違反に包括され、「担保物

の毀損・滅失行為」は⑤の債権保全を要する事由に含まれることになります。

全国銀行協会は平成１２年の約定書ヒナ型の廃止に際し、金融機関に対して、請求喪失の場合に

は、喪失事由に該当する事実が形式的に発生したかどうかだけでなく、債権保全の必要性の有無

を客観的に判断すべきことに留意するよう促しています。

◆相殺・逆相殺及び弁済金の充当指定

１．相殺及び逆相殺の意義

基本約定書は、金融機関が貸出金等の債権を借主名義の預金等債務との相殺により回収を図る

際の規定を設けています。相殺は金融機関にとって簡便・確実な債権回収手段であり、その利用

ニーズは高いものですが、民法では債務者側の債務減殺手段として規定されています。すなわち

民法５０５条１項は、「二人が互いに同種の目的を有する債務を負担する場合において、双方の債務

が弁済期にあるときは、各債務者は、その対当額について相殺によってその債務を免れることが

できる。」としており、基本約定書でもこの趣旨に沿って、借主が自分の借入等の債務を金融機

関に対する預金債権と相殺できるとした、いわゆる逆相殺の規定もあわせて設けています。

２．金融機関による相殺

相殺について基本約定書は、「期限の到来、期限の利益の喪失、買戻債務の発生、求償債務の

発生その他の事由によって、借主が金融機関に対する債務を弁済しなければならない場合には、

金融機関は、借主の債務と借主の預金その他の債権とを、その債権の期限のいかんにかかわら

ず、いつでも相殺することができる」旨を規定しています。借入債務のほかに、割引手形等の買

戻債務や求償債務も相殺対象とされており、債務の弁済期が到来しているならば、預金債権（金

融機関側にとっては債務）の期限とは無関係に、いつでも相殺が可能である旨が合意されていま

す。預金債務の期限の利益は金融機関のためにあり、金融機関は必要ならばそれを放棄すること

ができるので（民法１３６条２項）、貸出債権等の期限が到来済であれば、いつでも相殺適状となり

ます。ただし、期限の利益を放棄することにより相手方の利益を害することはできないので（民

法１３６条２項ただし書）、金融機関は、相殺する預金等債権の利息について、約定利率に基づき計

算した相殺日までの利息額を支払う必要があります。

相殺は、当事者の一方から相手方に対する意思表示によってする必要があり、金融機関が相殺

実行をする場合には、その事実及び内容を遅滞なく借主に通知し相手に伝わっていることが、そ

の成立要件となります（民法５０６条１項）。

３．払戻充当

基本約定書は、相殺適状にある場合、金融機関が借主に代わって諸預け金の払戻しを受け、そ

れを債務の弁済に充当することもできる旨を、あわせて規定しています。いわゆる払戻充当の規

定であり、この場合には事前の通知及び所定の手続の省略が可能である旨の合意規定も設けられ
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ています。ただし、払戻充当後はその結果を借主に通知するものとされています。

４．借主による相殺（逆相殺）

基本約定書は逆相殺について、「弁済期にある借主の預金その他の債権と金融機関から借入等

債務とを、その借入等債務の期限が未到来であっても、（自ら期限の利益を放棄することによ

り）相殺することができる」旨の規定が設けています。この場合、満期前の割引手形について

も、借主（割引依頼人）は手形面記載の金額の買戻債務を負担して相殺を行うことができる旨

が、あわせて合意されています。逆相殺の場合には、相殺通知は書面で行うこと、相殺した預金

その他の債権の証書や通帳は届出印を押捺して直ちに金融機関に提出することが、あわせて定め

られています。

相殺や払戻充当、逆相殺の場合、債権債務の利息、割引料、清算金、損害金等の計算について

は、その期間を計算実行の日までとすること、料率・利率等は別途定めがある場合を除いて金融

機関の定めるところによること、外国為替相場については金融機関の計算実行時の相場を適用す

ることも合意されています。

５．弁済金の充当指定

相殺などによる弁済金の充当指定について、基本約定書は特約を設けています。

弁済の充当が問題となる場合とは、借主が金融機関に対して期限到来済の複数個の借入等を有

しているが弁済金がその債務全額を消滅させるのに不足する場合が考えられますが、その場合

は、当事者間で充当につき合意がある場合はそれが優先し（合意充当）、合意がないときは債務

者による指定充当、その指定がないときは債権者による指定充当、これらの指定がなければ法定

充当（民法４８９条）によることになります。

基本約定書の充当指定の特約は合意充当を目的としたもので、金融機関からの相殺又は払戻充

当の場合には、金融機関が適当と認める順序方法により充当し、その結果を借主に通知するもの

としています。この場合、借主はその充当に異議を述べることができない旨も、あわせて合意さ

れています。逆相殺の場合には、一義的には借主が指定する順序方法により充当されますが、こ

れによって金融機関側の債権保全上支障が生じるおそれがある場合は、金融機関は遅滞なく異議

を述べたうえで、担保・保証の有無、軽重、処分の難易、弁済期の長短、割引手形の決済見込み

等を考慮して金融機関の指定する順序方法により、充当することができるものとされています。

この場合、金融機関は借主に充当の順序や結果を通知します。また、借主が充当を指定しなかっ

た場合には、金融機関が適当と認める順序方法で充当が行われ、借主はそれに異議を述べること

ができないこととされています。

金融機関が充当指定を行う場合には、借主の期限未到来の債務は期限が到来したものとして、

満期前の割引手形については買戻債務を、保証債務については事前の求償債務を借主が負担した

ものとして、充当の順序方法を指定することができる旨も、あわせて合意されています。

なお、担保処分による弁済金の充当順序についても、金融機関側が指定できることとされてい
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ます。

◆担保・保証の条項

基本約定書は、借主に担保・保証の差入れ義務を課しています。すなわち、担保価値の減少、

借主又は保証人の信用不安等、金融機関が債権保全を要すると判断する相当の事由が生じた場

合、金融機関の請求に応じて、借主は金融機関へ担保もしくは追加担保を提供し、または保証人

を立てもしくはこれを追加する旨が合意されています。この場合、金融機関は担保・保証の差入

れ実行までに相当の期間を設ける必要がありますが、担保や保証の内容は金融機関が承認するも

のでなければなりません。

借主が借入等の債務を履行しなかった場合、金融機関は法定手続又は一般に適当と認められる

方法、時期、価格等によって担保を取り立て又は処分して、その取得金から諸費用を差し引いた

残額を、金融機関が指定する順序で債務の弁済に充当できることとされています。

さらに、借主が金融機関に対する債務を履行しなかった場合には、金融機関が占有する借主名

義の動産、手形、その他の有価証券は、金融機関がこれを取り立て又は処分して、債務の弁済に

充当できる旨が合意されています。この条項の取立・処分権限の性質については、約定担保権を

認めたものとする説と単に取立・処分権を認めたに過ぎないとする説がありますが、多数説や判

例は後者を採用しています。この場合、金融機関が銀行であるときは商事留置権が成立し担保的

効力が発生しますが、信用金庫や信用組合においては判例で商人性が否定され商事留置権は生じ

ないとされています。

◆終りに

融資取引の基本約定書は、借主にとって重要な規定が多く含まれており、その意味するところ

を十分理解しておくことが必要ですが、金融機関側も融資取引の開始時にはその趣旨を詳しく説

明すべきものとされています。今般説明した条項以外にも、届出事項の変更に係る届出義務や、

財務状況等の報告義務の条項など重要なものがあり、これらについても一度目を通しておくこと

をお勧めします。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 r ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ r ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ r１０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 r ９０．１ △６．２ r ８６．０ △８．９ r ９２．７ △５．６ r ８７．０ △８．４ r ９０．８ △１１．４ r ８９．６ △６．０

２１年１～３月 r ８４．１ △２１．７ ７４．２ △３４．６ r ８８．８ △１８．４ ７５．７ △３３．５ r ９９．８ △２．４ １００．０ △５．２
４～６月 r ８５．７ △１８．３ ７９．０ △２７．４ r ８６．５ △１９．３ ７９．５ △２７．３ r ９７．７ △３．８ ９６．１ △１０．３
７～９月 r ８８．７ △１３．２ ８３．２ △１９．４ r ９１．４ △１１．２ ８４．１ △１８．８ r ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０～１２月 r ９２．４ △１．３ ８８．１ △４．３ r ９５．２ △０．５ ８９．１ △３．３ r ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年１～３月 r ９４．６ １２．５ r ９４．３ ２７．５ r ９８．８ １１．３ r ９５．５ ２６．５ r ８８．４ △１１．４ r ９４．０ △６．０
２１年 ４月 r ８４．７ △１９．６ ７６．３ △３１．０ r ８６．１ △１８．９ ７７．１ △３０．８ r ９８．９ △１．８ ９７．９ △７．１

５月 r ８６．０ △１９．０ ７９．８ △２９．０ r ８６．０ △２１．１ ７９．７ △２９．６ r ９９．０ △１．６ ９７．３ △８．３
６月 r ８６．３ △１６．３ ８１．０ △２２．５ r ８７．４ △１７．９ ８１．８ △２１．９ r ９７．７ △３．８ ９６．１ △１０．３
７月 r ８７．１ △１８．０ ８１．９ △２２．３ r ８９．１ △１７．０ ８２．９ △２１．６ r ９４．８ △８．２ ９５．５ △１０．６
８月 r ８９．０ △１２．０ ８３．１ △１８．３ r ９１．９ △８．８ ８３．８ △１８．４ r ９４．４ △８．６ ９５．０ △１０．３
９月 r ９０．０ △９．２ ８４．６ △１７．５ r ９３．２ △７．１ ８５．６ △１６．２ r ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０月 r ９０．７ △６．８ ８５．９ △１４．４ r ９４．０ △５．７ ８７．５ △１２．４ r ９２．３ △９．４ ９３．１ △１４．３
１１月 r ９３．３ ０．３ ８８．１ △２．９ r ９５．７ ０．３ ８８．８ △２．２ r ９４．３ △６．３ ９３．２ △１４．２
１２月 r ９３．３ ３．４ ９０．４ ６．４ r ９６．０ ４．３ ９０．９ ６．３ r ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年 １月 r ９５．７ ７．９ ９４．３ １８．９ r ９９．３ ７．２ ９５．０ ２０．１ r ９４．０ △５．９ ９４．０ △１２．３
２月 r ９６．０ １４．４ ９３．７ ３１．３ r１００．４ １３．４ ９４．８ ２９．０ r ９０．９ △９．５ ９５．５ △７．５
３月 r ９２．１ １５．２ r ９４．８ ３１．８ r ９６．６ １３．４ r ９６．７ ２９．９ r ８８．４ △１１．４ r ９４．０ △６．０
４月 p９２．４ ９．１ p９６．０ ２５．９ p９５．２ １０．６ p９８．２ ２７．３ p８９．０ △１０．０ p９４．３ △３．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ r １９５，６７２△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４６ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ r １２５，１２６ △５．１

２１年１～３月 ２２９，０６０△６．３ ４９，０８７ △７．２ ６６，７４０ △８．３ １８，１１４ △１１．１ １６２，３２０ △５．４ ３０，９７３ △４．６
４～６月 ２２６，６３０△５．１ ４８，１５６ △６．６ ５９，５５４ △７．８ １６，９９２ △１０．８ １６７，０７６ △３．９ ３１，１６５ △４．１
７～９月 ２２７，６６６△３．５ ４７，９９９△７．０ ６２，９５２ △４．１ １６，９１３ △９．８ １６４，７１３ △３．３ ３１，０８６ △５．４
１０～１２月 ２４７，４６７△３．５ ５２，５１５ △７．０ ６６，０８０ △４．４ １９，７５３ △８．８ １８１，３８７ △３．２ ３２，７６２ △５．８

２２年１～３月 ２１９，０９３△２．５ r ４７，００１ △４．９ ５７，５００ △１．８ １６，８８７ △４．９ １６１，５９３ △２．７ r ３０，１１４ △４．９
２１年 ４月 ７５，１０１△６．１ １５，９５４ △６．７ １９，４０２ △１０．８ ５，６１１ △１１．３ ５５，６９９ △４．１ １０，３４３ △３．９

５月 ７６，６７７△４．１ １６，１８０ △６．４ １９，７８３ △８．０ ５，５８９ △１２．１ ５６，８９４ △２．４ １０，５９１ △３．０
６月 ７４，８５２△５．１ １６，０２２ △６．８ ２０，３６９ △４．６ ５，７９２ △９．１ ５４，４８３ △５．３ １０，２３０ △５．４
７月 ７９，９２０△４．３ １７，３５６ △８．４ ２４，０８６ △３．５ ６，７３０ △１１．８ ５５，８３４ △４．７ １０，６２７ △６．０
８月 ７６，０２３△４．５ １５，７０４ △６．８ １８，６９３ △７．５ ４，９９５ △８．９ ５７，３３１ △３．３ １０，７０９ △５．７
９月 ７１，７２２△１．６ １４，９３９ △５．６ ２０，１７４ △１．６ ５，１８９ △７．８ ５１，５４９ △１．７ ９，７５１ △４．３
１０月 ７２，８３５△３．７ １５，６０９ △７．２ １８，９３２ △６．６ ５，５８４ △１０．６ ５３，９０２ △２．５ １０，０２５ △５．２
１１月 ７４，５７５△５．６ １６，２１５ △９．７ １９，６８１ △６．１ ６，１１７ △１１．８ ５４，８９４ △５．４ １０，０９８ △８．３
１２月 １００，０５７△１．８ ２０，６９１ △４．６ ２７，４６６ △１．４ ８，０５２ △５．１ ７２，５９０ △１．９ １２，６３９ △４．３

２２年 １月 ７６，９８９△２．７ １７，１４７ △５．７ ２１，１３５ △１．４ ６，２０９ △５．７ ５５，８５５ △３．２ １０，９３８ △５．７
２月 ６６，１３２△０．９ １４，０２３ △４．０ １６，３７０ △０．１ ４，７６３ △５．３ ４９，７６２ △１．２ ９，２６０ △３．３
３月 r ７５，９７２△３．５ r １５，８３１△４．９ １９，９９５ △３．５ ５，９１５ △３．６ r ５５，９７７ △３．５ r ９，９１６ △５．６
４月 p ７３，００８△０．８ p １５，４７２ △３．６ p １７，５１９ １．１ p ５，２７６ △３．７ p ５５，４８９ △１．４ p １０，１９６ △３．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年７月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６８／本文　※柱に注意！／０１５～０１８　主要経済指標  2010.06.11 22.38.50  Page 15



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ ９９．５ △３．０ １００．０ △１．６ ９２．８０ １１，０９０

２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △１．２ １００．６ △０．１ ９３．５９ ８，１１０
４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８
７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３
１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６

２２年１～３月 ９９，０６９ △１．９ １８，５０１ △５．２ ９９．２ △１．５ ９９．４ △１．２ ９０．６５ １１，０９０
２１年 ４月 ３４，０５５ ４．９ ６，５１３ ４．０ １００．１ △１．６ １００．８ △０．１ ９９．００ ８，８２８

５月 ３６，５４０ △１．９ ６，７５９ ０．８ ９９．７ △３．１ １００．６ △１．１ ９６．３０ ９，５２３
６月 ３６，１２５ △１．８ ６，６１３ △１．７ ９９．７ △４．０ １００．４ △１．８ ９６．５２ ９，９５８
７月 ３８，７０８ △３．８ ７，１５６ △７．５ ９９．２ △４．７ １００．１ △２．２ ９４．５０ １０，３５７
８月 ４０，０５９ △１．１ ７，１９６ △５．６ ９９．４ △５．０ １００．４ △２．２ ９４．８４ １０，４９３
９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３
１０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５
１１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６
１２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９２ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６

２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８
２月 ３１，０３１ △１．２ ５，７７７ △４．９ ９９．１ △１．４ ９９．３ △１．１ ９０．２８ １０，１２６
３月 ３４，４９８ △２．２ ６，５２５ △５．１ ９９．３ △１．３ ９９．６ △１．１ ９０．５２ １１，０９０
４月 ３３，９８７ △２．１ ６，４３８ △３．９ ９９．１ △１．０ ９９．６ △１．２ ９３．３８ １１，０５７

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８

２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △７．５ １，０４３，９７１ △２３．４
４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２
７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △３．１ １，０４９，９２３ １．４
１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３

２２年１～３月 ４７，１９３ ２１．９ １５，６１４ ６５．６ １８，２９９ １６．３ １３，２８０ △２．１ １，２９５，６８８ ２４．１
２１年 ４月 １１，５３３ △２２．５ ２，７０３ △３１．３ ５，２２９ △２４．９ ３，６０１ △９．７ ２３６，０６３ △２２．８

５月 １０，５４２ △１４．１ ３，２０２ △１．４ ４，０７１ △１８．１ ３，２６９ △１９．４ ２４４，５９５ △１７．４
６月 １４，１３４ △３．７ ３，９９４ ２．０ ６，２３９ △１．８ ３，９０１ △１１．６ ３１９，３８５ △１２．２
７月 １６，４４７ ３．５ ４，４３１ ０．３ ８，２３２ ９．０ ３，７８４ △３．５ ３７２，４２８ △２．８
８月 ９，９２９ ２．７ ２，８７７ １５．９ ３，８７７ △６．６ ３，１７５ ４．８ ２６３，５２３ ３．２
９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ ６．４ ４，２３０ △７．８ ４１３，９７２ ４．２
１０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △９．６ ３３９，５６７ ７．８
１１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７
１２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３

２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９
２月 １２，７１０ ２２．４ ４，１７５ ７６．３ ４，７９７ １５．３ ３，７３８ △３．０ ３９５，６０１ ２１．９
３月 ２４，２０２ １８．２ ８，１００ ５５．０ ９，５８０ １３．５ ６，５２２ △４．２ ５８０，３３７ ２５．２
４月 １４，７９５ ２８．３ ４，２６６ ５７．８ ６，５０１ ２４．３ ４，０２８ １１．９ ２９８，３１１ ２６．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年７月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６８／本文　※柱に注意！／０１５～０１８　主要経済指標  2010.06.11 22.38.50  Page 16



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ８，４３４ △２０．６

２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４
４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４
７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３
１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０

２２年１～３月 ４，９６８ ２０．９ １，８６５ △６．６ １３０，９５１ △６．７ ２４，９９２ △１１．８ ２３，１８０ △１．８
２１年 ４月 ２，３９２ △３３．４ ６６２ △３２．４ １４７，２４２ １８．０ １３，２８８ ２０．５ ６，２８６ △３２．８

５月 ２，１１３ △４７．５ ６２８ △３０．８ ６６，５３９ △１１．０ ７，８６６ ２．５ ６，１２３ △３８．３
６月 ２，８８７ △３４．６ ６８３ △３２．４ １０２，９２２ △６．３ １０，９７７ １２．７ ８，４５２ △２９．７
７月 ２，２８６ △３８．０ ６６０ △３２．１ １２０，６５９ ４．７ １２，５１１ ２．５ ５，９０４ △３４．８
８月 ２，４２９ △４６．４ ５９７ △３８．３ ９６，２３９ ７．０ １０，０６３ ８．７ ５，７００ △２６．５
９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０
１０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０
１１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５
１２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５

２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１
２月 １，３７４ ２．８ ５６５ △９．３ １８，８９９ １９．２ ５，７９０ △８．８ ６，４３１ △７．１
３月 ２，３８４ ２２．２ ６５０ △２．４ １０２，５７１ △２．６ １３，４１１ △１６．０ １１，０６８ １．２
４月 ２，５４７ ６．５ ６６６ ０．６ １３８，０４４ △６．２ １３，２７８ △０．１ ６，８８０ ９．４

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８

２１年１～３月 ２，５２８ △７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５
４～６月 ２，６４４ △１０．６ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３
７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２
１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２

２２年１～３月 ２，５２３ △０．２ ０．３８ ０．４６ ５．２ ５．１ １０９ △３７．７ ３，４６７ △１７．７
２１年 ４月 ７２０ △１０．９ ０．３２ ０．４２ ↑ ５．２ ５６ △２４．３ １，３２９ ９．３

５月 ９１７ △１０．７ ０．３１ ０．３８ ５．４ ５．２ ４５ △２５．０ １，２０３ △６．７
６月 １，００７ △１０．３ ０．３２ ０．３７ ↓ ５．２ ５５ ３．７ １，４２２ ７．４
７月 １，１２９ △３．７ ０．３２ ０．３８ ↑ ５．４ ３９ △４５．８ １，３８６ １．０
８月 １，３２３ △７．６ ０．３４ ０．３９ ５．４ ５．４ ４３ △２５．９ １，２４１ △１．０
９月 １，２２６ △０．５ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９
１０月 １，００８ △１１．９ ０．３９ ０．４２ ↑ ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７
１１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ ４．７ ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３
１２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５

２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ ↑ ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８
２月 ８２２ ４．７ ０．３９ ０．４６ ５．２ ５．０ ３５ △３０．０ １，０９０ △１７．２
３月 ９１１ △３．１ ０．３９ ０．４７ ↓ ５．３ ３６ △４４．６ １，３１４ △１４．５
４月 ７５２ ４．５ ０．３５ ０．４２ － ５．４ ４５ △１９．６ １，１５４ △１３．１

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年７月号
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